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研究成果の概要（和文）： 

我が国は、かつて経験したことのない継続的な人口減少と急速な少子高齢化の時代を迎えて

いる。現在、集落崩壊が言われる多くの農村では人口流出が終わっており、広域に分散して居

住する高齢者だけが残されている。本研究の目的は、農村集落の再編のあり方を、ソーシャル・

キャピタルの豊かさの評価から検討することである。具体的には、SC という住民間の交流や連

携から生まれる「相互扶助」によるコミュニティ形成が、人々の広域活動をどのように支えら

れるのかを考察して、広域生活圏形成の可能性を評価した。 

 
研究成果の概要（英文）： 

Japan is facing a continuous and unprecedented depopulation combined with a rapidly aging 

population with a declining birthrate.  Now, in many rural villages where there are concerns about 

the collapse of community, population outflows have almost been completed and only elderly 

people are left behind and living extensively in such villages.  In this study, a way of 

reconstructing rural communities was considered by evaluating the richness of Social Capital (SC).  

Additionally, as a “mutual assistance” community arises from SC, which represents interaction and 

cooperation among residents, the way in which the formation of such a community supports 

residents’ regional activities was discussed and the possibility of achieving the sustainable 

development in rural areas was evaluated. 
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１．研究開始当初の背景 
わが国はかつて経験したことのない継続

的な人口減少と世界中のどの国も経験した

ことのない急速な少子・高齢化の時代を迎え

る。その中にあって、国土の中には、定住面

や交通面などで条件が十分に整っていない

ため、一定のまとまりのある生活圏の形成に

は困難を伴う地方部が存在する。地方部は、

国土保全、水循環、ランドスケ－プ、環境保

全、食料安定供給、国民の保養、地域文化の

継承など多様な機能を有しているが、人口減

少・高齢化がより顕著に現れるとともに耕作

放棄地の拡大、森林の荒廃などが同時に進行

している地域でもある。 

このような地方部においては、定住人口の

定着を目指した地域づくりの視点だけでな

く、交流人口を獲得していくことが重要であ

る。観光のみならず、農場の環境を活かした

グリ－ンツ－リズム、ワ－キングホリディ、

マルチハビティションなどによる交流・連携

を促進するためには、日帰りや１泊２日圏の

圏域拡大、移動に時間を要する遠隔地や海外

からくる長期滞在者の多様なニ－ズに応え

た移動手段を提供していくことが重要であ

る。 

 
２．研究の目的 

本研究は、人口流動・交流人口・産業構造

から捕らえた地方部の生活圏域の類型を行

うとともに、生活圏域を構成する都市と農村

を対象として交通網整備による生活圏域の

広域化や道路沿いへの集住などの施策効果

を自己組織化モデルによって把握するもの

である。 

 
３．研究の方法 
（1）対象地域の抽出と調査 

対象地域の抽出においては、以下の2つの

条件を満たす地域とした。1つめは、北海道

型の農村集落形態でかつ集落崩壊の可能性

がある地域であること。2つめは、国土交通

省のNITASデ－タ（１Ｋｍメッシュデ－タ）

と農業センサスデ－タを統合して分析する

ための空間的広がりを持った地域であるこ

と。これらの条件と、北海道庁農政部や農村

問題の専門家からの意見を踏まえて、北海道

北部の中川町を本研究の対象地域とした。 

 本研究では、先に示した NITAS と農業セン

サスの統合デ－タの他に、2008 年に実施した

中川町の農家へのアンケート調査と、2009 年

に実施した中川町役場農政担当者へのヒア

リング調査を基に分析を進める。 

(2)エージェントの設定 

本研究で設定したシミュレーションには、4

種類のエージェントを用いる。中川町住民の

Social Capita（SC）調査結果から、「先導者」、

「準先導者」、「義務活動者」、「孤立者」の 4

種類のエージェントを導き出した。これら 4

種類のエージェントは、それぞれが持つパラ

メータの違いにより、相互作用で及ぼす影響

の大きさが異なってくる。交友力得点が 30.0

以上、かつコミュニティ活動への参加頻度が

年に 7 回以上である計 11 人を、コミュニテ

ィに対して回りの住民に大きな影響を与え

る可能性が高いと想定して、コミュニティ活

動の先導者と定義した(表-１)。 
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 また、図 1 より、先導者が全体の約 3 割を

占めていることがわかる。しかし、農政担当

者によると、この先導者が町外移転するとい

う。中川町の自治会長や組合長などを勤めた

町のリーダー的な人が、都市へ移転するので

ある。このように移転できるのは中川町であ

る程度金銭的蓄えがあった人であり、これが

結果的に先導者と同一人物となっている。 
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図 1 離農者の分類 

 
４．研究成果 

(1)シミュレーションの流れ 

エージェントはフィールド上に存在する

他のエージェントおよびフィールドとの相

互作用などのルールにより「活動値」を計算

する。「活動値」はエージェントがその場所

に存在し続けるために必要な活力と捉える

ことができ、周りのエージェントやフィール

ドとの相互作用などにより変動し、「活動値」

がなくなるとエージェントは消滅する。消滅

は現実の現象に置き換えた場合、移転や自然

死による居住場所からの消滅と捉えること

が出来る。このエージェントのふるまいから、

住民間の交友や連携などのコミュニティ内

における関係が集落の人口動態に与える影

響を表現する。エージェントはまず、以下の

行動を行い、全てのエージェントが行動し終

わった時点でシミュレーションが 1ターン終

了したものとする。 

 

(2)シミュレーションの結果 

構築したシミュレーションを過去から現

在、次いで未来の中川町として見ることとす

る。2008 年での調査対象者は現在の中川住民

であったが、本研究で構築したシミュレーシ

ョンでは、初期状態を 1980 年とし、2004 年、

2029 年と、25 年毎に見ていく。 

シミュレーションの結果を図 2、3 と表 2

に示す。2004 年と 2029 年としたシミュレー

ション結果を比較すると、先導者は 44 から 2

へと減少した。減少率は 95％と多すぎるが、

それだけ、先導者は多く活動値を得ているこ

とになる。また、エージェントの総数をみる

と、196 から 135 へと減少し、減少率は 45％

であった。 

シミュレーション画面から考察すると、北

部地域の減少が激しいことがわかる。北部は

エージェントが密集している地域であり、先

導者を多く配置しているため、エージェント

同士の相互作用が大きく影響していると考

えられる。現状においても、北部地域から多

く住民が移転していることがわかっている。 

また、中部地域においては、エージェントの

消滅があまり見られない。先導者の配置が少

なく、その他の準先導者や義務活動者、孤立

者が相互に及ぼす影響が小さいためと考え

られる。現状においても、中部地域の住民の

移転は少ない。高齢者が多く、コミュニティ

活動を頻繁に行なうことは出来ないが、1 年

間に数回地域住民と交流をはかる行事を行

っている。 

そして、南部地域は画面上からは住民が全

ていなくなっている。シミュレーションの設

定上、初期設定時点で南部地域に先導者や義 

務活動者を配置していないため、南部地域の 

孤立者準先導者先導者 義務活動者 コミュニティレベル孤立者孤立者準先導者準先導者先導者先導者 義務活動者義務活動者 コミュニティレベルコミュニティレベル
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 シミュレーション結果(2004) 
 

表２ シミュレーション中の人口変動 

 初期設定 2004 年 2029 年

先導者 44 44 2
準先導

者 
48 48 45

義務活

動者 
48 48 46

孤立者 56 56 42
総数 196 196 135



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 シミュレーション結果(2029) 
コミュニティレベルが低くなっている。この

ため、シミュレーション上では、活動値を消

費しきったエージェントが消滅したものと

考えられる。しかし現状では、南部地域に居

住している住民はいる。南部地域は、住民数

が少ないため、むしろ、住民同士の連携は強

い地域となっている。 
 

 (3)まとめ 

本研究により得られた結論を以下に示す。 
1)2008 年度のアンケート調査より、中川町の

SC は高いことがわかった。しかし、2009
年度のヒアリング調査で、過去に「先導者

が多く町外へ移転している」ことが判明し

た。つまり、現在の中川町における地域コ

ミュニティは先導者が抜けた状態で行なわ

れているといえる 
2)SC が集落崩壊を防ぐ要因となることはわ

かったが、これだけでは地域活性化には至

らない。ヒアリング調査で明らかとなった

ように、住民の「収入問題」が町外移転に

大きく寄与していることがわかった 
3)「先導者」の町外移転を抑制するためには、

その地域に留まるメリット（就労機会の増

大など）が重要になってくる 
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